
 

平成３１年度入札制度の見直しに係る質問・回答について 

 

平成３１年３月１９日  

総 務 部 契 約 課  

 

平成３１年２月１日に開催した「平成３１年度入札制度の見直しに係る事業

者説明会」には、多くの方にご出席いただき、誠にありがとうございました。 

このたび、質問に対する回答を別紙のとおり取りまとめましたので、お知ら

せいたします。 

 
 
 
 

 

 

 

 

 



1 

 

平成３１年度入札制度の見直しに係る質問・回答 

 

質問内容は、原則として質問者の記載内容のとおり記載しています。例外として、次の場合は、質問内容を契約課で修正しています。 

ア 質問に全く句読点がない場合（→句読点を打っています。） 

イ 質問者が独自に質問番号を付している場合（→本回答に沿った番号に修正しています。該当箇所には下線を付しています。） 

   

番号 質問 回答 

１  優良工事表彰は次年度から８２点となるが上下水道局等なども足

並みを揃えるのでしょうか。（総合評価で評価する以上足並みを揃え

ないと不平等になると思われる。） 

 

上下水道局は変更ございません。発注機関（市長部局と上下水道局）

で表彰制度が違うので不平等では無いと考えております。 

２  上下水道局等他の発注機関の検査点数と工事契約の検査の点数が

かなりのずれがあると思われるが、その辺りは、改善されるのか。 

 工事成績評定にあたっては、今後も公正かつ的確な実施に努めてま

いります。 

 

３  工事表彰の８２点の根拠はどのような考えなのでしょうか。  優良工事事業者表彰の対象事業者の見直しのうち、工事成績評定点

の基準については、市内業者の技術力向上等に伴い工事成績評定点が

上昇していることに併せて引き上げるものです。 

具体的な点数設定については、表彰制度の目的である市内事業者の

技術力及び履行能力の向上等に寄与するものであることを踏まえつ

つ、表彰対象事業者数（見込み）等を考慮して決定したものです。 

 

別 紙 
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番号 質問 回答 

４  地域精通度の評価見直しについて、備考欄に工事によっては適用

しない場合があると記載されているが、適用しない条件を記載する

べきだ。あいまいにすべきではないと思われます。原則すべて適用

にするべきだ。 

 総合評価方式の特別簡易型における地域精通度については、選択項

目であるため、工事特性等によっては評価項目としない場合がありま

す。 

 評価項目としない場合については、工事場所が離島である工事や大

規模工事で地域精通度を評価する必要性が認められない場合を想定し

ています。 

 なお、こうした例は限定的と考えており、原則として評価項目とす

ることを想定しています。 

 

 

５ １３０万以上の工事は一般競争入札に拡大とありますが、総合評

価の工事点数の対象は５００万未満は対象外と考えてよろしいの

か。 

 総合評価方式における過去２年間（建築一式工事は過去４年間）の

下関市発注工事における工事成績評定点（同種工種）の平均点につい

ては、引き続き、請負金額が５００万円未満の工事は平均点の算出の

対象外となります。 

 

 

６  地域貢献度のその他の取り組みですが、今まで通り２つ以上取り

組んでいたら１点との解釈でよろしいのか。 

 企業の地域貢献度のその他の取組の評価基準は、変更ありません。

ご質問のとおり、２項目以上に該当する場合は１点となります。 

 

７ 一抜け方式の導入ですが、上下水道局も当然採用すると考えてよ

ろしいのか。 

 上下水道局においても、同様に一抜け方式を導入します。 
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番号 質問 回答 

８  優良指名で辞退が多く不調になるとありますが、今年度何件発注

し何件不調になったのか。 

 また、次年度以降、年間に何件の予定で優良入札を行うのでしょ

うか。 

 優良業者優先指名競争入札について、今年度、８件発注しておりま

す。このうち、入札者が１者だったため入札を中止した工事は１件で

す。ただし、これ以外の工事でも辞退者が多く、約４割の事業者が指

名を受けたものの入札を辞退しています。 

 また、次年度以降の予定については、現在、未定です。 

 

９  優良工事事業者表彰の対象事業者の改正後の適用年月日は平成３

１年４月１日とありますが、平成３１年度表彰（平成３０年度完工

した工事）から対象となるんでしょうか。それとも平成３１年度に

完工した工事から対象になるのでしょうか。 

 

 優良工事事業者表彰となる対象事業者の見直しは、平成３１年４月

１日から適用し、平成３１年度の表彰式（対象：平成３０年度に完成

した工事）から実施します。 

１０ 説明会資料７頁４．総合評点の上限設定の試行継続（１）趣旨／

「効果や課題を把握するため」とありますが、何の効果、何に対す

る課題なのかよく判りませんので教えてください。 

 総合評点の上限設定については、関係団体からランク別入札制度の

導入に関する陳情があったことを受け、平成３０年度からランク別入

札に準じた入札制度として、試行的に実施しているものです。 

試行は、その効果や課題を把握するために行っています。 

 

１１ 説明会資料７頁４．総合評点の上限設定の試行継続（２）内容／

土木一式工事、建築一式工事に対する“設計金額”は明記してあり

ますが、設備工事に対しての設計金額の“基準”を教えてください。 

 総合評点の上限設定の試行対象は、土木一式工事又は建築一式工事

です。電気工事、管工事等は総合評点の上限設定の試行を行いません

ので、基準となる設計金額はありません。 
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番号 質問 回答 

１２  説明会資料７頁４．総合評点の上限設定の試行継続 

 Ｈ３０年度の、電気設備工事に措ける試行実績は全１５件（自社

認識分） 

 ・平成３０年４月９日下関市告示第７６１号～７７１号 

 「養治小学校ほか３校教室内扇風機整備工事」を含む全１１件 

  

上記工事の求める“総合評点”４５０点以上１０００点未満は４

０社、１０００点以上は２社と認識していますが、４２社中２社の

みが参加できない状況が、何の効果を生むのかを教えてください。 

 ご質問の工事については、設計金額が５００万円未満のものを、指

名競争入札ではなく試行的に一般競争入札で実施した工事と思われま

すが、これについては、市内小規模事業者の受注機会の確保に配慮し、

総合評点の上限を設定したものであり、市内小規模事業者の受注機会

の確保に効果があるものと考えています。 

 なお、来年度以降の運用については、平成３０年度の設計金額５０

０万円未満の工事に係る一般競争入札の試行状況やいただいたご意見

等を踏まえて検討いたします。 

 

１３  上記、質問１２に関連し、下記４件 

・平成３０年７月２３日 下関市告示第１３７６号 西市こども園

～ 

 平成３０年９月３日 下関市告示第１５６２号 熊野第２児童ク

ラブ～ 

 平成３０年１１月５日 下関市告示第１８５４号 Ｈ３０年度向

洋町３号～  

 平成３０年１１月５日 下関市告示第１８５５号 火の山パーク

ウェイ～ 

 上記工事の求める“総合評点”４５０点以上９５０点未満 

 公告時点で市内工事事業者数、４５０点以上９５０点未満は３８

社、９５０点以上は４社と認識していますが、４２社中４社のみが

参加できない状況が、何の効果を生むのかを教えてください。 

 ご質問の工事については、設計金額が５００万円未満のものを、指

名競争入札ではなく試行的に一般競争入札で実施した工事と思われま

すが、これについては、市内小規模事業者の受注機会の確保に配慮し、

総合評点の上限を設定したものであり、市内小規模事業者の受注機会

の確保に効果があるものと考えています。 

 なお、来年度以降の運用につきましては、平成３０年度の設計金額

５００万円未満の工事に係る一般競争入札の試行状況やいただいたご

意見等も踏まえて検討いたします。 
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番号 質問 回答 

１４  上記、質問１２・１３に関連し、９５０点以上の会社においても、

若年技術者の育成において、少額工事を着工から竣工迄、責任を持

って一人で施工させることが得難い教育の場であり、その為には少

額工事を受注することが必要となります。下関市は、「担い手確保の

取組み」を評価項目に挙げていますが、その点を如何お考えでしょ

うか。 

担い手確保は、建設産業における最も大きな課題の１つと認識して

おり、各事業者が実際の工事に従事する経験を通して技術者を育成す

ることは、重要な取組の１つであると考えております。 

一方で、本市の建設業界全体の育成・発展を考えた場合、小規模事

業者の育成等を図ることも重要と認識しております。小規模事業者の

育成に当たっては、一定の受注機会を確保することが重要であり、そ

のためには総合評点の上限設定等の取組も必要と認識しております。 

 

１５  上記、質問１２・１３に関連し、設備工事業９５０点以上の会社

は、受注努力に加え、経営努力(技術者の雇用、自己資本額（納税額）、

防災協定への締結、ＩＳＯ各種取組み等々)の結果としての総合評点

であり、その努力が報われない施策（総合評点の上限設定）では企

業の健全な成長はないと考えますが、その点を如何お考えでしょう

か。 

 総合評点の上限設定は、設計金額４０００万円未満の土木一式工事

若しくは建築一式工事又は設計金額５００万円未満の工事で一般競争

入札を実施する場合に実施するものであり、ランク別入札制度の導入

に関する陳情があったことや小規模事業者の受注機会の確保を目的に

実施するものです。 

受注努力や経営努力によって総合評点が上昇した場合、より大規模

な工事の入札に参加できるようになりますので、その点において、努

力が報われる仕組みとなっております。 

 

１６  説明会資料８頁５．建設工事の入札における一抜け方式の導入

（２）内容 実施方法（概要）の中で、「開札の順番において、上位

の工事で落札者と～」とありますが、“上位の工事”とは、告示番号

の上位（若番）という認識でよろしいでしょうか。 

 

 開札日時が早い工事が上位となります。 

 入札公告に開札順を明示します。 
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番号 質問 回答 

１７  説明会資料１４頁７．優良工事事業者表彰となる対象工事の見直

し（２）内容／改正前（４）、改正後（２）に「施工困難な工事」と

ありますが、施工困難な工事の具体的な“判断基準”をお教えくだ

さい。 

 施工困難な工事は、次のような難易度の高い工事を想定しています

が、表彰に値するかについては、下関市公共工事改革推進委員会等で

協議して決定します。 

・高い技術力を必要とする工事 

・交通量が多い地区で、交通及び市民活動に特に配慮を必要とする

工事 

・住宅密集地、住宅環境を重視した地区内等で、住環境に特に配慮

を必要とする工事 

・重機の進入が困難な場所で、工事の多くを人力で行う必要がある

工事 

 

 

 

１８  説明会資料１５頁８．優良業者優先指名競争入札の見直し（２）

内容／入札参加条件「過去３年間に優良工事事業者表彰を受けてい

ること」とありますが、Ｈ３１年度の入札の場合は、Ｈ２８～Ｈ３

０年度に竣工した工事に対する表彰との認識でよろしいでしょう

か。 

 「過去３年間に優良工事事業者表彰を受けていること」については、

平成３１年度の入札の場合、平成２９年度、平成３０年度及び平成３

１年度に表彰を受けていることが入札参加条件となりますので、ご質

問のとおり、平成２８年度以降に完成した工事で表彰を受けたことが

条件となります。 
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番号 質問 回答 

１９  委託業務に関する金額は、こちらにあてはまらないのでしょうか。  設計金額に応じて一般競争入札、指名競争入札又は随意契約を行っ

ていたものを、来年度から設計金額１３０万円を超える工事では、 

５００万円未満であっても原則として一般競争入札を実施することと

しております。 

これは、工事の場合の取扱いであり、工事に関する設計、測量及び

地質調査については、設計金額５０万円を超える業務において、原則

として一般競争入札を実施することとしております。 

 

 

 

 

２０  特別簡易型の施工実績型と地域型の統合ですが、参加区分は変更

なしとの説明でしたが、参加自体が出来ないのでは意味がないので

はないでしょうか。 

 特別簡易型の場合、入札参加条件では原則として「下関市内に本店

があること。」としており、下関市内に本店がある事業者であれば、地

域条件上、参加可能です。 

 説明会では、一般競争入札の入札参加条件としての地域区分と総合

評価方式における評価基準としての地域区分の２つがあるため、今回

の見直しは、総合評価方式における評価基準としての地域区分である

ことを補足説明させていただきました。 
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番号 質問 回答 

２１  今まで指名競争入札だった１３０～５００万円の工事について、

一般競争入札になるという事は、施工実績がないと参加できないの

でしょうか。 

 下関市長が発注する設計金額５００万円未満の工事については、平

成３０年度に一般競争入札を試行実施し、原則として過去の施工実績

を入札参加条件としない取組を行ってきました。 

 その結果、大きな問題は生じていないことから、平成３１年度以降

も、原則として、過去の施工実績を入札参加条件としない取組を継続

することとしております。ただし、工事特性等によっては、過去の施

工実績を入札参加条件とする場合もありますので、あらかじめご了承

ください。 

 

 

 

２２  下関市内に本店がある業者で、作業船を保有している業者は数社

と考えられます。山口県発注の港湾工事の場合、落札可能な十分な

入札参加者の確保のため、本店の所在地を県内業者まで範囲を拡大

し、競争性を確保しています。しかし、下関発注の工事は地域精通

度の評価項目もあり、実質上落札可能な業者が作業船を保有してい

る数社に限定されますが、公正取引委員会が求めている十分な入札

参加者の確保、入札参加者の固定化の防止による競争性の確保がさ

れていないのではないでしょうか。 

 作業船の保有状況に関する評価項目は、総合評価方式において、企

業の技術的能力の１項目として評価するものであり、入札参加条件と

して、作業船の保有を求めるものではありません。 

 また、総合評価方式については、企業の技術的能力以外にも配置技

術者の能力や地域精通度、地域貢献度等の評価項目があり、価格に加

えてこうした価格以外の要素も総合的に評価して落札者を決定するも

のであり、作業船の保有状況のみで落札者が決定されるものではない

ことから、競争性の確保について問題があるとは考えていません。 
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番号 質問 回答 

２３ 共同保有の場合、保有割合等はあるのでしょうか。  保有割合等について、特に定めはありません。登記簿謄本等で共同

保有であることが確認できた場合は、共同保有として評価します。 

 

２４ 主作業性以外の作業船では、評価していただけないのでしょうか。  主作業船（１５種）が評価対象となりますので、これ以外の作業船

の場合は評価されません。 

 

 

 


